
清宮孝文，依田充代，門屋貴久，阿部征大

1

研究報告

マラソン大会が地域に及ぼす経済効果 
―全国紙の新聞記事を用いて―

清宮孝文 1），依田充代 2），門屋貴久 1）, 3），阿部征大 1）, 4）

1）日本体育大学大学院 
2）日本体育大学 

3）松山大学 
4）神戸医療福祉大学

Economic e�ects of marathon race on the region: 
Using newspaper articles of national newspapers

Takafumi Kiyomiya, Mitsuyo Yoda, Takahisa Kadoya, Yukihiro Abe

抄録：本研究は今後の地域におけるスポーツイベントのさらなる発展の一助とするため，これまで国内で行われてきたマ
ラソン大会の経済効果を整理することを目的とする．今回，整理するマラソン大会の経済効果は，2000年から2018年の
間に発刊された新聞記事から得られた情報を対象とする．本調査で対象とした記事は，「聞蔵Ⅱビジュアル」と「ヨミダス
歴史館」において，「マラソン and 経済効果」とキーワード検索を行い，抽出された記事 185件である．
本調査の結果，文部科学省（2014）の報告書に加え 29のマラソン大会の経済効果を整理することができた．中でも
経済効果が大きかったのは 2011年の「第 1回大阪マラソン」の 133億円であり，この大会が行われた年を契機にマラ
ソン大会の経済効果について書かれた新聞記事が多くなっていた．
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1.　研 究 目 的
2011年に制定された「スポーツ基本法」の前文では，

「スポーツは，我が国社会に活力を生み出し，国民経
済の発展に広く寄与するものである」1）と，スポーツ
が経済活動と深く結びついていることを指摘してい
る．近年では，文部科学省（2017）が「第2期スポーツ
基本計画」2）の中で，スポーツ市場規模を 2017年には
5.5兆円，2020年には 10兆円，2025年には 15兆円へ
と拡大していく計画を策定した．また，スポーツツー
リズムは関連消費額を 2,204億円から 3,800億円へと
増額する計画も提示した．このようにスポーツ市場は
日本の経済発展に寄与し，政府もスポーツ市場による
経済活性化を計画している．
そして，「第 2期スポーツ基本計画」2）でも柱となっ
ている第 32回オリンピック競技大会（2020／東京）と
東京 2020パラリンピック競技大会を 2020年に控え，
スポーツイベントはこれまで以上に日本経済に影響を
与えることが予想される．このような国際規模のス

ポーツイベントはスポーツ市場の中でも価値が高く，
電通（2012）は 2012年のロンドンオリンピックにおい
て 8,037億円の経済効果があった 3）と推計し，第一生
命経済研究所（2005）は 2006年の FIFAワールドカッ
プドイツ大会において 4,171億円の経済効果がある 4）

と試算した．以上のように国際規模のスポーツイベン
トは経済効果が高いことがわかる．
次に国内におけるスポーツイベントに着目すると，
国民体育大会では2016年に岩手県で開催された「希望
郷いわて国体」は 453億円 5），2017年に愛媛県で開催
された「愛顔つなぐえひめ国体」は 661億円 6），2018
年に鹿児島県で開催された「燃ゆる感動かごしま国
体・かごしま大会」は 619億円 7）の経済効果があると
いう試算がされた．全国高等学校総合体育大会では
2017年に山形県で開催された大会は 61.8億円 8），
2018年に三重県で開催された大会は 98.9億円 9）の経
済効果があったとする試算が発表された．このように
国内を対象としたスポーツイベントにも経済効果があ
ることがわかる．
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最近，地域規模のスポーツイベントの中で注目され
ている大会の一つとして挙げられるものにマラソン大
会がある．2007年の東京マラソンを契機として，国
内でマラソンブームが起こり，原田（2016）は国内に
「大小さまざまなランニングイベントを含めるとマラ
ソン大会は 2千を超え」10）ると述べている．また，平
田（2017）が「マラソン市場は世界中で急激な拡大を見
せており，スポーツビジネスを語るうえで欠かせない
要素」11）と記している．
このように，昨今マラソンブームと言われ，スポー

ツビジネスにおいてもマラソン市場の重要性が示され
ているが，マラソン大会による経済効果は現在のとこ
ろ明確化されていない現状である．マラソン大会の経
済効果に着目した先行研究は各マラソン大会を対象と
して研究しているものが多く，例えば，りゅうぎん総
合研究所（2010・2017）は「NAHAマラソン」の経済効
果について明らかにしている 12, 13）．次に，江頭（2016）
は「小江戸川越マラソン」の経済効果に着目し 14），兵
庫県立大学政策科学研究所（2012）は「神戸マラソン」
の経済効果について言及している 15）．これらの先行
研究に共通することは，「各マラソン大会が開催地域
にどれぐらいの経済効果をもたらしたのか」を明らか
にしている点である．このように個々のマラソン大会
の経済効果についての研究は報告されているが，複数
のマラソン大会の経済効果についての研究はあまり見
受けられず，日本におけるマラソン大会の経済効果の
傾向を把握することができない現状である．
文部科学省（2014）は「スポーツの経済効果に関する

調査研究（平成 26年度）」16）の中で，新聞記事とイン
ターネットで公表された情報からマラソン大会の経済
効果について調査している．表 1は筆者が文部科学省
（2014）を基に作成した「マラソン大会の経済効果」で
ある．この調査のように，マラソン大会の経済効果を

整理し，世に発信することは今後各地域が行うスポー
ツイベントの選択肢を広げることにも繋がる．しか
し，この調査は，2008年から2014年までの12のマラ
ソン大会をまとめたものであり，2014年度以降のマ
ラソン大会は調査されていない．
そこで，本研究は今後の地域におけるスポーツイベ
ントのさらなる発展の一助とするため，これまで国内
で行われてきたマラソン大会の経済効果注 1）を整理す
ることを目的とする．今回，整理するマラソン大会の
経済効果は文部科学省（2014）の調査を基に，2000年
から 2018年の間に発刊された新聞記事から得られた
情報を対象とする．なお，本研究で使用する新聞記事
は全国紙であり購読者数も一定以上ある朝日新聞注 2）

と読売新聞注 3）である．

2.　研 究 方 法
2.1.　調査対象記事
本研究で対象にした記事は，2000年 1月 1日から

2018年 12月 31日の間に発刊されたものを朝日新聞
データベースの「聞蔵Ⅱビジュアル」注 4）と読売新聞
データベースの「ヨミダス歴史館」注5）において，「マラ
ソン and 経済効果」とキーワード検索を行い，抽出さ
れた記事 185件（朝日新聞 117件・読売新聞 68件）で
ある．

2.2.　分析方法
対象とした記事 185件に対して，以下のように整理
を行った．
①記事を年代別にまとめる．
② マラソン大会の経済効果について記載がある記事
をまとめる．
③  3回以上抽出されたマラソン大会の経済効果を年
次推移でまとめる．

3.　結　　　果
3.1.　年代別推移
図 1は抽出された 185件の新聞記事を年代別にまと

めたものである．2000年から 2009年はほぼ横ばいで
あったが，2010年からマラソン大会の経済効果に関
する記事が増加し始め，2017年を除くと 15件以上を
推移している．

3.2.　経済効果のまとめ
表 2は，マラソン大会の経済効果を示したものであ

る．最も経済効果が高かった大会は 2011年に開催さ
れた「第1回大阪マラソン」であり，133億円の経済効
果があったと記されている．次いで，経済効果が高
かった大会は，2011年に開催された「第 1回神戸マラ

表1　マラソン大会の経済効果（文部科学省報告書より）

開催年 マラソン大会名 経済効果

2008 とくしまマラソン 2.5億円
2009 北海道マラソン 10.6億円
2009 第 25回NAHAマラソン 16.8億円
2010 第 1回エコアイランド宮古島マラソン 2.1億円
2010 第 2回塩尻ぶどうの郷ロードレース 0.1億円
2011 別府大分毎日マラソン 1.9億円
2012 第 14回長野オリンピック記念 

長野マラソン大会
9.5億円

2012 第 1回神戸マラソン 59.3億円
2012 第 10回石垣島マラソン 5.1億円
2013 京都マラソン 2013 35.5億円
2013 下関海響マラソン 4.7億円
2014 第 52回愛媛マラソン 3.4億円

※文部科学省（2014）より筆者作成
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表2　マラソン大会の経済効果（新聞記事より）

No. 開催年 大会名 地域 経済効果 記事

1 2003 第 22回いぶすき菜の花マラソン 鹿児島県 8億円 2002.12.5（朝日）
2 2010 第 28回新潟シティマラソン 新潟県 2億円 2009.12.10（朝日）
3 2010 下関海響マラソン 2010 山口県 4億 4,410万円 2011.1.27（朝日）
4 2007 第 22回サロマ湖 100キロウルトラマラソン 北海道 2億 6,000万円 2011.9.5（朝日）
5 2011 下関海峡マラソン 2011 山口県 4億 4,290万円 2011.12.14（朝日） 

2011.12.13（読売）
6 2011 第 1回神戸マラソン 兵庫県 59億 3,000万円 2012.3.6（朝日）

2012.3.6（読売）
7 2011 第 1回大阪マラソン 大阪府 133億円 2012.3.6（朝日）
8 2012 泉州国際市民チャリティーマラソン 2012 大阪府 14億 9,000万円 2012.5.15（読売）
9 2012 京都マラソン 2012 京都府 40億円 2012.5.22（朝日）

10 2012 ちばアクアラインマラソン（2012大会） 千葉県 15億 1,000万円 2013.1.26（朝日） 
2013.1.26（読売）

11 2012 第 14回長野オリンピック記念長野マラソン大会 長野県 9億 5,330万円 2012.7.21（読売）
12 2012 熊本城マラソン 2012 熊本県 14億 8,000万円 2013.11.15（朝日）
13 2012 第 31回いぶすき菜の花マラソン 鹿児島県 10億 6,000万円 2013.11.30（朝日）
14 2012 下関海響マラソン 2012 山口県 4億 5,610万円 2014.3.4（朝日） 

2012.12.18（読売）
15 2013 下関海響マラソン 2013 山口県 4億 6,960万円 2014.3.4（朝日）
16 2014 第 24回仙台国際ハーフマラソン大会 宮城県 2億 8,000万円 2014.5.16（朝日）
17 2014 静岡マラソン 2014 静岡県 12億 7,900万円 2014.7.6（読売）
18 2014 熊本城マラソン 2014 熊本県 18億 2,000万円 2014.11.8（朝日）
19 2014 ちばアクアラインマラソン（2014大会） 千葉県 34億円 2015.1.31（朝日） 

2014.12.24（読売）
20 2014 京都マラソン 2014 京都府 41億 4,400万円 2015.6.9（読売）
21 2015 京都マラソン 2015 京都府 45億 9,400万円 2015.6.9（読売）
22 2015 熊本城マラソン 2015 熊本県 21億 3,000万円 2015.11.6（朝日）
23 2015 静岡マラソン 2015 静岡県 14億 9,900万円 2016.8.30（朝日）
24 2015 鹿児島マラソン 2015 鹿児島県 14億 3,000万円 2016.11.26（朝日） 

2016.6.11（読売）
25 2015 金沢マラソン 2015 石川県 18億 9,000万円 2016.12.3（読売）
26 2016 第 2回さいたま国際マラソン 埼玉県 40億 6,000万円 2017.2.22（読売）
27 2016 金沢マラソン 2016 石川県 20億 6,000万円 2016.12.3（読売）
28 2016 下関海響マラソン 2016 山口県 5億 1,840万円 2016.12.27（朝日）
29 2017 鹿児島マラソン 2017 鹿児島県 13億 3,000万円 2017.5.31（読売）
30 2017 静岡マラソン 2017 静岡県 13億 2,800万円 2017.7.25（朝日）
31 2017 第 3回さいたま国際マラソン 埼玉県 41億 8,000万円 2018.2.6（読売）
32 2018 静岡マラソン 2018 静岡県 15億 1,800万円 2018.7.28（朝日）
33 2018 下関海響マラソン 2018 山口県 5億 1,500万円 2018.12.15（朝日）

図1　新聞記事の年代別推移
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ソン」であり，59億 3,000万円となった．一方で最も
経済効果が低かった大会は「第28回新潟シティマラソ
ン」であり，2億円となった．

3.3.　経済効果の年次推移
図2～5は，3回以上抽出されたマラソン大会の経済

効果推移を示したものである．図2の「京都マラソン」
は 2012年・2014年・2015年が抽出され，経済効果は
上昇傾向にあることがわかる．図 3の「下関海響マラ
ソン」は2010年・2011年・2012年・2013年・2016年
が抽出され，2016年から 2018年にかけて経済効果は
減少したが，2010年と 2018年を比較すると経済効果
は上昇傾向にある．図 4の「熊本城マラソン」は 2012
年・2014年・2015年が抽出され，経済効果は上昇傾
向にあることが分かる．図 5の「静岡マラソン」は
2014年・2015年・2017年・2018年 が 抽 出 さ れ，
2015年から 2017年にかけて経済効果は減少したが，
2014年と 2018年を比較すると経済効果は上昇傾向に
あった．

4.　考　　　察
本研究の結果，文部科学省（2014）の報告書データ

に加え，29のマラソン大会の経済効果をまとめるこ
とができた．集計の結果，経済効果が最も高かった
「第1回大阪マラソン」について，大阪マラソン組織委

員会事務局（2012）は一般観戦者の消費支出が約 52.2
億円と最も多かったことを発表している 17）．また，
本調査で得られた第 1回大阪マラソンについて記載し
ている新聞記事の中に「大会前日に来て，ユニバーサ
ル・スタジオ・ジャパンに遊びに行った人もいるなど
の『マラソン効果』がみられた」（読売新聞西部朝刊，
2012.02.16）という記述があった．したがって，「第 1
回大阪マラソン」における経済効果の要因の一つとし
て一般観戦者がマラソン大会のみならず，その地域に
ある観光地にも足を運ぶ傾向があることが推察され
る．
本調査で得られた新聞記事の年代推移を見ると，

2010年以降マラソン大会の経済効果について書かれ
た記事が多くなっていた．2010年の記事には，2011
年に開催された大阪マラソンと神戸マラソンの経済効
果を試算した記事が見られ，前年から 2つのマラソン
大会が注目され，結果的に 2011年に開催された大阪
マラソンと神戸マラソンにおいて大きな経済効果が
あった．そして，2011年以降，経済効果をもたらす
イベントとして様々な地域でマラソン大会が開催され
るようになり，それが定着することになったと考える
ことができる．

3年以上抽出されたマラソン大会の経済効果の推移
では，年数が経過するほど経済効果が高まる傾向にあ
ることが示唆された．この結果から，新聞記事等に各

図2　京都マラソン

図3　下関海響マラソン

図4　熊本城マラソン

図5　静岡マラソン
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地域で開催されたマラソン大会が掲載され，認知度が
上昇したと推察する．したがって，今後，各地域で開
催されているマラソン大会は開催数が増えるにあたっ
て，当該地域に対して更なる経済効果を及ぼす可能性
がある．
最後に，今回対象とした新聞記事からは抽出されな
かったが，一般財団法人東京マラソン財団の報告書に
よると東京マラソンも大きな経済効果があり，2017
年の大会では 165.9億円に及んだ．今回の調査で経済
効果が高くなった大阪マラソンや神戸マラソンのよう
に大規模な都市で行う大会は人口と比例して経済効果
も上昇することが示唆された．

5.　ま　と　め
本研究は文部科学省（2014）の「スポーツの経済効果
に関する調査研究（平成 26年度）」の分析方法を参考
にマラソン大会の経済効果をまとめた．その結果，文
部科学省（2014）の報告書に加え 29のマラソン大会の
経済効果を整理することができた．中でも経済効果が
大きかったのは 2011年の「第 1回大阪マラソン」の
133億円であった．そして，この大会を契機にマラソ
ン大会の経済効果について書かれた新聞記事が多くな
り，準備や経済効果の予測等の記事が出始めた 2010
年以降，マラソン大会は経済効果と紐づけられて新聞
記事に掲載されている．
本調査で対象としたのは，新聞記事であったが，今
後はマラソン大会が開催されている地域に対してイン
タビュー調査や現地視察を行い，経済効果がもたらさ
れている要因を探求していきたい．

注
注 1） 本研究における経済効果は各地域への直接的効果・間

接的効果を全て含めたものとする．
注 2） 朝日新聞の販売部数は朝刊と夕刊を合わせると

7,792,295部となっており，読売新聞に次いで第 2位と
なっている 19）．

注 3） 読売新聞の販売部数は朝刊と夕刊を合わせると
10,933,461部となっており，全国紙の中では第 1位と
なっている 19）．

注 4） 「聞蔵Ⅱビジュアル」は朝日新聞の過去の記事を検索で
きるデータベース（https://database.asahi.com/index.
shtml）である．

注 5） 「ヨミダス歴史館」は読売新聞の過去の記事を検索でき
るデータベース（https://database.yomiuri.co.jp/rekishi 
kan/）である．
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